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長 寿 第１８６８号

平成２５年１月１５日

各介護保険事業者 殿

岡山県保健福祉部長寿社会課長

（公 印 省 略）

介護保険法に基づき条例で規定された指定居宅サービス等及び

指定介護予防サービス等の基準等について

介護保険法（平成九年法律第百二十三号。以下「法」という。）第四十二条第

一項第二号、第七十四条第一項及び第二項並びに第七十条第二項第一号の規定に

よる「介護保険法に基づく指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基

準等を定める条例」（以下「指定居宅サービス等条例」という。）及び法第五十

四条第一項第二号、第百十五条の四第一項及び第二項並びに第百十五条の二第二

項第一号の規定による「介護保険法に基づく指定介護予防サービス等の事業の人

員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的

な支援の方法の基準等を定める条例」（以下「指定介護予防サービス等条例」と

いう。）については、平成二十四年十月五日岡山県条例第六十二号及び第六十五

号をもって公布され、平成二十五年四月一日から施行されることとなっています。

その運用に当たっては、次のことに留意し、適切に対応してください。

記

１ 本県独自基準以外の基準についての運用

２に定めるもののほか、「指定居宅サービス等条例」及び「指定介護予防サ

ービス等条例」の運用に当たっては、「指定居宅サービス等の事業の人員、設

備及び運営に関する基準」（平成十一年厚生省令第三十七号）及び「指定介護

予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」（平成十八年厚生労

働省令第三十五号）の運用のために発出された「指定居宅サービス等及び指定

介護予防サービス等に関する基準について」（平成十一年九月十七日付け老企

第二十五号。以下「基準省令解釈通知」という。）において示されている内容

を準用し、これを踏まえて指定居宅サービス等事業者及び指定介護予防サービ

ス等事業者は、適正な事業運営をすること。

２ 本県独自基準についての運用

「指定居宅サービス等条例」及び「指定介護予防サービス等条例」において

本県独自に盛り込まれた基準等については、県独自に運用上の留意事項を別紙

のとおり定めたので、指定居宅サービス等事業者及び指定介護予防サービス等

事業者は、別紙の留意事項を十分に確認の上、適正に事業を運営すること。
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（別紙）

第一 指定の要件

（指定居宅サービス等条例第四条、指定介護予防サービス等条例第四条）

指定の申請者は法人でなければならない。ただし、次のア及びイは除く。

ア 病院（医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第一条の五第一項の病院

をいう。以下同じ。）、診療所（同条第二項の診療所をいう。以下同じ。）

又は薬局（薬事法（昭和三十五年法律第百四十五号）第二条第十一項の薬

局をいう。以下同じ。）が行う場合の次のサービス

・居宅療養管理指導

・介護予防居宅療養管理指導

イ 病院又は診療所が行う場合の次のサービス

・訪問看護

・介護予防訪問看護

・訪問リハビリテーション

・介護予防訪問リハビリテーション

・通所リハビリテーション

・介護予防通所リハビリテーション

・短期入所療養介護

・介護予防短期入所療養介護

第二 介護サービス

１ 訪問介護

（１）内容及び手続の説明及び同意

（指定居宅サービス等条例第九条第一項）

準用する基準省令解釈通知に加え、利用者及び事業者双方の保護の立

場から、サービス提供の内容をお互いが十分に認識できていることを確

認するためにも、同意を得る方法は、できる限り書面によることが望ま

しい。

（２）基本取扱方針に規定する質の評価

（指定居宅サービス等条例第二十三条第二項）

提供されたサービスについて、目標達成の度合いや利用者及びその家

族の満足度等について常に評価を行わなければならない。サービスの質

の評価は、自ら行う評価に限らず、第三者評価などの外部の者による評

価など、多様な評価方法を広く用い、様々な視点から客観的にサービス

の質の評価を行わなければならない。

また、評価の結果を踏まえ、常にサービスの改善を図りながらより良

いサービスの提供を行わなければならない。

（３）具体的取扱方針に規定する成年後見制度の活用

（指定居宅サービス等条例第二十四条第二項）

成年後見制度は、認知症、障害等により判断能力が不十分な状態にあ

る方を法律的な面で保護し、支援するための制度である。

事業者は、適正な契約手続等を行うために成年後見制度の活用が必要
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と認められる場合（利用者自身では、各種契約、不動産・預貯金等の財

産の管理等が困難であり、利用者を法律的に支援する必要がある等）は、

地域包括支援センターや市町村担当課等の相談窓口を利用者に紹介する

等関係機関と連携し、利用者が成年後見制度を活用することができるよ

うに配慮しなければならない。

（４）勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修

（指定居宅サービス等条例第三十二条第四項）

従業者の資質向上のために計画的に確保するものとされている研修に

は、高齢者の尊厳を守り、高齢者及び家族等が共に健やかな生活を送る

ことができるように高齢者の人権擁護や虐待防止等の内容を含めること

を義務付けるものである。

事業者は、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関

する法律（平成十七年法律第百二十四号）」（以下、「高齢者虐待防止法」

という。）の趣旨及び内容を十分に踏まえた研修内容となるようにしな

ければならない。

（５）記録の整備に規定する保存年限

（指定居宅サービス等条例第四十二条第二項）

各サービスごとに掲げられた各種の記録については、完結の日から五

年間保存をしなければならないとしたものである。

完結の日とは、利用者との契約の終了日ではなく、それぞれの書類ご

とに、その書類を使わなくなった日とする。利用者との契約が継続して

いる間において、当該利用者に関する全ての記録を保存することを求め

るものではない。

事業者においては、保存業務の煩雑さを避ける観点から、それぞれの

記録の所属する年度（目標期間が設けられているものについては、その

期間の満了日の所属する年度）の終了後、五年間保存する等、適正な運

用を図るものとする。

なお、他の法令等により、五年間以上の保管期間が義務付けられてい

るものについては、それぞれの規定に従う必要がある。

基準省令解釈通知第三の一の３(９)②、（13）④、（23）②及び（25）

の「二年間」は、指定居宅サービス等条例の規定に従い、「五年間」と

する。

（中略）

11 福祉用具貸与

（１）基本取扱方針に規定する質の評価

（指定居宅サービス等条例第二百五十四条第三項）

訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（２）を参照する

こと。

（２）具体的取扱方針に規定する成年後見制度の活用

（指定居宅サービス等条例第二百五十五条第二項）

訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（３）を参照する

こと。
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（３）勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修

（指定居宅サービス等条例第二百五十八条第二項）

訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（４）を参照する

こと。

（４）記録の整備に規定する保存年限

（指定居宅サービス等条例第二百六十二条第二項）

訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（５）を参照する

こと。

基準省令解釈通知第三の十一の３（３）⑤のニ及び（６）⑤の「二年

間」は、指定居宅サービス等条例の規定に従い、「五年間」とする。

（５）準用

（指定居宅サービス等条例第二百六十三条）

準用の規定により、１の（１）を参照すること。

（６）基準該当福祉用具貸与

（指定居宅サービス等条例第二百六十五条）

準用の規定により、（１）から（４）まで及び１の（１）を参照する

こと。

12 特定福祉用具販売

（１）具体的取扱方針に規定する成年後見制度の活用

（指定居宅サービス等条例第二百七十三条第二項）

訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（３）を参照する

こと。

（２）記録の整備に規定する保存年限

（指定居宅サービス等条例第二百七十五条第二項）

訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（５）を参照する

こと。

基準省令解釈通知第三の十二の３（１）及び（４）④のハの「二年間」

は、指定居宅サービス等条例の規定に従い、「五年間」とする。

（３）準用

（指定居宅サービス等条例第二百七十六条）

準用の規定により、11の（１）及び（３）並びに１の（１）を参照す

ること。

第三 介護予防サービス

１ 介護予防訪問介護

（１）内容及び手続の説明及び同意

（指定介護予防サービス等条例第九条第一項）

準用する基準省令解釈通知に加え、利用者及び事業者双方の保護の立
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場から、サービス提供の内容をお互いが十分に認識できていることを確

認するためにも、同意を得る方法は、できる限り書面によることが望ま

しい。

（２）勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修

（指定介護予防サービス等条例第二十九条第四項）

従業者の資質向上のために計画的に確保するものとされている研修に

は、高齢者の尊厳を守り、高齢者及び家族等が共に健やかな生活を送る

ことができるように高齢者の人権擁護や虐待防止等の内容を含めること

を義務付けるものである。

事業者は、「高齢者虐待防止法」の趣旨及び内容を十分に踏まえた研

修内容となるようにしなければならない。

（３）記録の整備に規定する保存年限

（指定介護予防サービス等条例第三十九条第二項）

各サービスごとに掲げられた各種の記録については、完結の日から五

年間保存をしなければならないとしたものである。

完結の日とは、利用者との契約の終了日ではなく、それぞれの書類ご

とに、その書類を使わなくなった日とする。利用者との契約が継続して

いる間において、当該利用者に関する全ての記録を保存することを求め

るものではない。

事業者においては、保存業務の煩雑さを避ける観点から、それぞれの

記録の所属する年度（目標期間が設けられているものについては、その

期間の満了日の所属する年度）の終了後、五年間保存する等、適正な運

用を図るものとする。

なお、他の法令等により、五年間以上の保管期間が義務付けられてい

るものについては、それぞれの規定に従う必要がある。

基準省令解釈通知第四の三の１（２）③の「二年間」は、指定介護予

防サービス等条例の規定に従い、「五年間」とする。

（４）基本取扱方針に規定する質の評価

（指定介護予防サービス等条例第四十条第二項）

提供されたサービスについて、目標達成の度合いや利用者及びその家

族の満足度等について常に評価を行わなければならない。サービスの質

の評価は、自ら行う評価に限らず、第三者評価などの外部の者による評

価など、多様な評価方法を広く用い、様々な視点から客観的にサービス

の質の評価を行わなければならない。

また、評価の結果を踏まえ、常にサービスの改善を図りながらより良

いサービスの提供を行わなければならない。

（５）具体的取扱方針に規定する成年後見制度の活用

（指定介護予防サービス等条例第四十一条第二項）

成年後見制度は、認知症、障害等により判断能力が不十分な状態にあ

る方を法律的な面で保護し、支援するための制度である。

事業者は、適正な契約手続等を行うために成年後見制度の活用が必要

と認められる場合（利用者自身では、各種契約、不動産・預貯金等の財

産の管理等が困難であり、利用者を法律的に支援する必要がある等）は、
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地域包括支援センターや市町村担当課等の相談窓口を利用者に紹介する

等関係機関と連携し、利用者が成年後見制度を活用することができるよ

うに配慮しなければならない。

（中略）

11 介護予防福祉用具貸与

（１）勤務体制の確保等に規定する虐待防止等に係る研修

（指定介護予防サービス等条例第二百四十四条第二項）

介護予防訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（２）を

参照すること。

（２）記録の整備に規定する保存年限

（指定介護予防サービス等条例第二百四十八条第二項）

介護予防訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（３）を

参照すること。

基準省令解釈通知第四の三の11（３）③の「二年間」は、指定介護予

防サービス等条例の規定に従い、「五年間」とする。

（３）基本取扱方針に規定する質の評価

（指定介護予防サービス等条例第二百五十条第二項）

介護予防訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（４）を

参照すること。

（４）具体的取扱方針に規定する成年後見制度の活用

（指定介護予防サービス等条例第二百五十一条第二項）

介護予防訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（５）を

参照すること。

（５）準用

（指定介護予防サービス等条例第二百四十九条）

準用の規定により、１の（１）を参照すること。

（６）基準該当介護予防福祉用具貸与

（指定介護予防サービス等条例第二百五十四条）

準用の規定により、（１）から（４）まで及び１の（１）を参照する

こと。

12 特定介護予防福祉用具販売

（１）記録の整備に規定する保存年限

（指定介護予防サービス等条例第二百六十二条第二項）

介護予防訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（３）を

参照すること。

基準省令解釈通知第四の三の12（３）③の「二年間」は、指定介護予

防サービス等条例の規定に従い、「五年間」とする。

（２）基本的取扱方針に規定する質の評価
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（指定介護予防サービス等条例第二百六十四条第二項）

介護予防訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（４）を

参照すること。

（３）具体的取扱方針に規定する成年後見制度の活用

（指定介護予防サービス等条例第二百六十五条第二項）

介護予防訪問介護の場合と基本的に同趣旨であるため、１の（５）を

参照すること。

（４）準用

（指定介護予防サービス等条例第二百六十三条）

準用の規定により、１の（１）及び11の（１）を参照すること。
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○厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の種目

(平成11年3月31日)

(厚生省告示第93号)

（最終改正：平成24年3月13日厚生労働省告示第104号）

介護保険法(平成9年法律第123号)第7条第17項の規定に基づき、厚生大臣が定める福祉

用具貸与に係る福祉用具の種目を次のように定め、平成12年4月1日から適用する。

厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の種目

(平12厚告479・平18厚労告256・改称)

１ 車いす

自走用標準型車いす、普通型電動車いす又は介助用標準型車いすに限る。

２ 車いす付属品

クッション、電動補助装置等であって、車いすと一体的に使用されるものに限る。

３ 特殊寝台

サイドレールが取り付けてあるもの又は取り付けることが可能なものであって、次に

掲げる機能のいずれかを有するもの

一 背部又は脚部の傾斜角度が調整できる機能

二 床板の高さが無段階に調整できる機能

４ 特殊寝台付属品

マットレス、サイドレール等であって、特殊寝台と一体的に使用されるものに限る。

５ 床ずれ防止用具

次のいずれかに該当するものに限る。

一 送風装置又は空気圧調整装置を備えた空気マット

二 水等によって減圧による体圧分散効果をもつ全身用のマット

６ 体位変換器

空気パッド等を身体の下に挿入することにより、居宅要介護者等の体位を用意に変換

できる機能を有するものに限り、体位の保持のみを目的とするものを除く。

７ 手すり

取付けに際し工事を伴わないものに限る。

８ スロープ

段差解消のためのものであって、取付けに際し工事を伴わないものに限る。

９ 歩行器

歩行が困難な者の歩行機能を補う機能を有し、移動時に体重を支える構造を有するも

のであって、次のいずれかに該当するものに限る。

一 車輪を有するものにあっては、体の前及び左右を囲む把手等を有するもの

二 四脚を有するものにあっては、上肢で保持して移動させることが可能なもの

１０ 歩行補助つえ

松葉づえ、カナディアン・クラッチ、ロフストランド・クラッチ、プラットホームク

ラッチ及び多点杖に限る。
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１１ 認知症老人徘徊感知機器

介護保険法第五条の二に規定する認知症である老人が屋外へ出ようとした時等、セン

サーにより感知し、家族、隣人等へ通報するもの

１２ 移動用リフト(つり具の部分を除く。)

床走行式、固定式又は据置式であり、かつ、身体をつり上げ又は体重を支える構造を

有するものであって、その構造により、自力での移動が困難な者の移動を補助する機能

を有するもの(取付けに住宅の改修を伴うものを除く。)

１３ 自動排泄処理装置

尿又は便が自動的に吸引されるものであり、かつ、尿や便の経路となる部分を分割す

ることが可能な構造を有するものであって、居宅要介護者等又はその介護を行う者が容

易に使用できるもの(交換可能部品(レシーバー、チューブ、タンク等のうち、尿や便の

経路となるものであって、居宅要介護者等又はその介護を行う者が容易に交換できるも

のをいう。)を除く。)。
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○厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚生労働大臣が

定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の種目

(平成11年3月31日)

(厚生省告示第94号)

（最終改正：平成24年3月30日厚生労働省告示第202号）

介護保険法(平成9年法律第123号)第44条第1項の規定に基づき、厚生大臣が定める居宅

介護福祉用具購入費等の支給に係る特定福祉用具の種目を次のように定め、平成12年4月1

日から適用する。

厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚生労働大臣が定

める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の種目

(平12厚告480・平18厚労告147・改称)

１ 腰掛便座

次のいずれかに該当するものに限る。

一 和式便器の上に置いて腰掛式に変換するもの

二 洋式便器の上に置いて高さを補うもの

三 電動式又はスプリング式で便座から立ち上がる際に補助できる機能を有しているも

の

四 便座、バケツ等からなり、移動可能である便器(居室において利用可能であるもの

に限る。)

２ 自動排泄処理装置の交換可能部品

３ 入浴補助用具

座位の保持、浴槽への出入り等の入浴に際しての補助を目的とする用具であって次の

いずれかに該当するものに限る。

一 入浴用椅子

二 浴槽用手すり

三 浴槽内椅子

四 入浴台

浴槽の縁にかけて利用する台であって、浴槽への出入りのためのもの

五 浴室内すのこ

六 浴槽内すのこ

七 入浴用介助ベルト

４ 簡易浴槽

空気式又は折りたたみ式等で容易に移動できるものであって、取水又は排水のために

工事を伴わないもの

５ 移動用リフトのつり具の部分
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○介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて

(平成12年1月31日)

(老企第34号)

(各都道府県介護保険主管部(局)長あて厚生省老人保健福祉局企画課長通知)

（最終改正：平成28年4月14日 老高発0414第1号）

介護保険法(平成9年法律第123号。以下「法」という。)第7条第17項の規定に基づく「厚

生大臣が定める福祉用具貸与に係る福祉用具の種目」、法第44条第1項の規定に基づく「厚

生大臣が定める居宅介護福祉用具購入費等の支給に係る特定福祉用具の種目」及び法第45

条第1項規定に基づく「厚生大臣が定める居宅介護住宅改修費等の支給に係る住宅改修の

種類」については、平成11年3月31日厚生省告示第93号、第94号及び第95号(以下それぞれ

「貸与告示」、「購入告示」及び「住宅改修告示」という。)をもって公布され、平成12年

4月1日より適用されるところであるが、その内容及び取扱いは別添のとおりであるので、

御了知の上、管下市町村、関係団体、関係機関等に周知徹底を図るとともに、その運用に

遺憾のないようにされたい。

（別添）

第一 福祉用具

１ 厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の

種目

(1) 車いす

貸与告示第一項に規定する「自走用標準型車いす」、「普通型電動車いす」及び

「介助用標準型車いす」とは、それぞれ以下のとおりである。

① 自走用標準型車いす

日本工業規格(JIS)T9201:2006のうち自走用標準形、自走用座位変換形及びパ

ワーアシスト形に該当するもの及びこれに準ずるもの(前輪が大径車輪であり後

輪がキャスタのものを含む。)をいう。

また、自走用スポーツ形及び自走用特殊形のうち要介護者等が日常生活の場

面で専ら使用することを目的とするものを含む。

② 普通型電動車いす

日本工業規格(JIS)T9203:2010のうち自操用標準形、自操用ハンドル形、自操

用座位変換形に該当するもの及びこれに準ずるものをいう。

なお、自操用簡易形及び介助用簡易形にあっては、車いす本体の機構に応じ

て①又は③に含まれるものであり、電動補助装置を取り付けてあることをもっ

て本項でいう普通型電動車いすと解するものではないものである。

③ 介助用標準型車いす

日本工業規格(JIS)T9201:2006のうち、介助用標準形、介助用座位変換形、介

助用パワーアシスト形に該当するもの及びそれに準ずるものをいう。

また、日本工業規格(JIS)T9203:2010のうち、介助用標準形に該当するもの及

びこれに準ずるもの（前輪が中径車輪以上であり後輪がキャスタのものを含む。）
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をいう。

(2) 車いす付属品

貸与告示第二項に掲げる「車いす付属品」とは、利用することにより、当該車

いすの利用効果の増進に資するものに限られ、例えば次に掲げるものが該当する。

なお、同項にいう「一体的に貸与されるもの」とは、車いすの貸与の際に併せ

て貸与される付属品又は既に利用者が車いすを使用している場合に貸与される付

属品をいう。

① クッション又はパッド車いすのシート又は背もたれに置いて使用することが

できる形状のものに限る。

② 電動補助装置

自走用標準型車いす又は介助用標準型車いすに装着して用いる電動装置であ

って、当該電動装置の動力により、駆動力の全部又は一部を補助する機能を有

するものに限る。

③ テーブル

車いすに装着して使用することが可能なものに限る。

④ ブレーキ

車いすの速度を制御する機能を有するもの又は車いすを固定する機能を有す

るものに限る。

(3) 特殊寝台

貸与告示第三項に規定する「サイドレール」とは、利用者の落下防止に資する

ものであるとともに、取付けが簡易なものであって、安全の確保に配慮されたも

のに限られる。

(4) 特殊寝台付属品

貸与告示第四項に掲げる「特殊寝台付属品」とは、利用することにより、当該

特殊寝台の利用効果の増進に資するものに限られ、例えば次に掲げるものが該当

する。

なお、同項にいう「一体的に使用されるもの」とは、特殊寝台の貸与の際に併

せて貸与される付属品又は既に利用者が特殊寝台を使用している場合に貸与され

る付属品をいう。

① サイドレール

特殊寝台の側面に取り付けることにより、利用者の落下防止に資するもので

あるとともに、取付けが簡易なものであって、安全の確保に配慮されたものに

限る。

② マットレス

特殊寝台の背部又は脚部の傾斜角度の調整を妨げないよう、折れ曲がり可能

な柔軟性を有するものに限る。

③ ベッド用手すり

特殊寝台の側面に取り付けが可能なものであって、起き上がり、立ち上がり、

移乗等を行うことを容易にするものに限る。

④ テーブル
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特殊寝台の上で使用することができるものであって、門型の脚を持つもの、

特殊寝台の側面から差し入れることができるもの又はサイドレールに乗せて使

用することができるものに限る。

⑤ スライディングボード・スライディングマット

滑らせて移乗・位置交換するための補助として用いられるものであって、滑

りやすい素材又は滑りやすい構造であるものに限る。

⑥ 介助用ベルト

居宅要介護者等又はその介護を行う者の身体に巻き付けて使用するものであ

って、起き上がり、立ち上がり、移乗等を容易に介助することができるもの。

ただし、購入告示第三項第七号に掲げる「入浴用介助ベルト」は除かれる。

(5) 床ずれ防止用具

貸与告示第五項に掲げる「床ずれ防止用具」とは、次のいずれかに該当するも

のをいう。

① 送風装置又は空気圧調整装置を備えた空気パッドが装着された空気マットで

あって、体圧を分散することにより、圧迫部位への圧力を減ずることを目的と

して作られたもの。

② 水、エア、ゲル、シリコン、ウレタン等からなる全身用のマットであって、

体圧を分散することにより、圧迫部位への圧力を減ずることを目的として作ら

れたもの。

(6) 体位変換器

貸与告示第六項に掲げる「体位変換器」とは、空気パッド等を身体の下に挿入

し、てこ、空気圧、その他の動力を用いることにより、仰臥位から側臥位又は座

位への体位の変換を容易に行うことができるものをいう。

ただし、専ら体位を保持するためのものは除かれる。

(7) 手すり

貸与告示第七項に掲げる「手すり」とは、次のいずれかに該当するものに限ら

れる。

なお、前記(4)の③に掲げるものは除かれる。また、取付けに際し工事(ネジ等

で居宅に取り付ける簡易なものを含む。以下同じ。)を伴うものは除かれる。工事

を伴う場合であって、住宅改修告示第一号に掲げる「手すりの取付け」に該当す

るものについては、住宅改修としての給付の対象となるところである。

① 居宅の床に置いて使用すること等により、転倒予防若しくは移動又は移乗動

作に資することを目的とするものであって、取付けに際し工事を伴わないもの。

② 便器又はポータブルトイレを囲んで据え置くことにより、座位保持、立ち上

がり又は移乗動作に資することを目的とするものであって、取付けに際し工事

を伴わないもの。

(8) スロープ

貸与告示第八項に掲げる「スロープ」には、個別の利用者のために改造したも

の及び持ち運びが容易でないものは含まれない。

なお、取付けに際し工事を伴うものは除かれる。工事を伴う場合であって、住
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宅改修告示第二号に掲げる「段差の解消」に該当するものについては、住宅改修

としての給付の対象となるところである。

(9) 歩行器

貸与告示第九項に規定する「把手等」とは、手で握る又は肘を載せるためのフ

レーム、ハンドグリップ類をいい、「体の前及び左右を囲む把手等を有する」とは、

これらの把手等を体の前及び体の左右の両方のいずれにも有することをいう。た

だし、体の前の把手等については、必ずしも手で握る又は肘を載せる機能を有す

る必要はなく、左右の把手等を連結するためのフレーム類でも差し支えない。ま

た、把手の長さについては、要介護者等の身体の状況等により異なるものであり

その長さは問わない。

なお、上り坂ではアシスト、下り坂では制動、坂道の横断では片流れ防止及び

つまづき等による急発進防止の機能（自動制御等の機能）が付加されたものであ

って、左右のフレームとこれを連結する中央部のパイプからなり、四輪又はそれ

以上の車輪を有し、うち二つ以上の車輪について自動制御等が可能であるものを

含む。

(10) 歩行補助つえ

松葉づえ、カナディアン・クラッチ、ロフストランド・クラッチ、プラットホ

ームクラッチ及び多点杖に限る。

(11) 認知症老人徘徊感知機器

貸与告示第十一項に掲げる「認知症老人徘徊感知機器」とは、認知症である老

人が徘徊し、屋外に出ようとした時又は屋内のある地点を通過した時に、センサ

ーにより感知し、家族、隣人等へ通報するものをいう。

(12) 移動用リフト(つり具の部分を除く。)

貸与告示第十二項に掲げる「移動用リフト」とは、次の各号に掲げる型式に応

じ、それぞれ当該各号に定めるとおりであり(つり具の部分を除く。)、住宅の改

修を伴うものは除かれる。

① 床走行式

つり具又はいす等の台座を使用して人を持ち上げ、キャスタ等で床又は階段

等を移動し、目的の場所に人を移動させるもの。

② 固定式

居室、浴室、浴槽等に固定設置し、その機器の可動範囲内で、つり具又はい

す等の台座を使用して人を持ち上げるもの又は持ち上げ、移動させるもの。

③ 据置式

床又は地面に置いて、その機器の可動範囲内で、つり具又はいす等の台座を

使用して人を持ち上げるもの又は持ち上げ、移動させるもの（エレベーター及

び階段昇降機は除く。）。

(13) 自動排泄処理装置

貸与告示第十三項に掲げる「自動排泄処理装置」とは、尿又は便が自動的に吸

引されるものであり、かつ、尿や便の経路となる部分を分割することが可能な構

造を有するものであって、居宅要介護者等又はその介護を行う者が容易に使用で
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きるもの。

交換可能部品（レシーバー、チューブ、タンク等のうち、尿や便の経路となる

ものであって、居宅要介護者等又はその介護を行う者が容易に交換できるもの。）

及び専用パッド、洗浄液等排泄の都度消費するもの並びに専用パンツ、専用シー

ツ等の関連製品は除かれる。

２ 厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚生労働

大臣が定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の種目

(1) 腰掛便座

次のいずれかに該当するものに限る。

① 和式便器の上に置いて腰掛式に変換するもの（腰掛式に変換する場合に高さ

を補うものを含む。）。

② 洋式便器の上に置いて高さを補うもの。

③ 電動式又はスプリング式で便座から立ち上がる際に補助できる機能を有して

いるもの。

④ 便座、バケツ等からなり、移動可能である便器(水洗機能を有する便器を含み、

居室において利用可能であるものに限る。)。但し、設置に要する費用について

は従来通り、法に基づく保険給付の対象とならないものである。

(2) 自動排泄処理装置の交換可能部品

自動排泄処理装置の交換可能部品（レシーバー、チューブ、タンク等）のうち

尿や便の経路となるものであって、居宅要介護者等又はその介護を行う者が容易

に交換できるもの。

専用パッド、洗浄液等排泄の都度消費するもの及び専用パンツ、専用シーツ等

の関連製品は除かれる。

(3) 入浴補助用具

購入告示第三項各号に掲げる「入浴補助用具」は、それぞれ以下のとおりであ

る。

① 入浴用いす

座面の高さが概ね三五センチメートル以上のもの又はリクライニング機能を

有するものに限る。

② 浴槽用手すり

浴槽の縁を挟み込んで固定することができるものに限る。

③ 浴槽内いす

浴槽内に置いて利用することができるものに限る。

④ 入浴台

浴槽の縁にかけて浴槽への出入りを容易にすることができるものに限る。

⑤ 浴室内すのこ

浴室内に置いて浴室の床の段差の解消を図ることができるものに限る。

⑥ 浴槽内すのこ

浴槽の中に置いて浴槽の底面の高さを補うものに限る。

⑦ 入浴用介助ベルト
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居宅要介護者等の身体に直接巻き付けて使用するものであって、浴槽への出

入り等を容易に介助することができるものに限る。

(4) 簡易浴槽

購入告示第四項に規定する「空気式又は折りたたみ式等で容易に移動できるも

の」とは、硬質の材質であっても使用しないときに立て掛けること等により収納

できるものを含むものであり、また、居室において必要があれば入浴が可能なも

のに限られる。

(5) 移動用リフトのつり具の部分

身体に適合するもので、移動用リフトに連結可能なものであること。

３ 複合的機能を有する福祉用具について二つ以上の機能を有する福祉用具について

は、次のとおり取り扱う。

① それぞれの機能を有する部分を区分できる場合には、それぞれの機能に着目し

て部分ごとに一つの福祉用具として判断する。

② 区分できない場合であって、購入告示に掲げる特定福祉用具の種目に該当する

機能が含まれているときは、福祉用具全体を当該特定福祉用具として判断する。

③ 福祉用具貸与の種目及び特定福祉用具の種目に該当しない機能が含まれる場合

は、法に基づく保険給付の対象外として取り扱う。

但し、当該福祉用具の機能を高める外部との通信機能を有するもののうち、認知

症老人徘徊感知機器において、当該福祉用具の種目に相当する部分と当該通信機能

に相当する部分が区分できる場合には、当該福祉用具の種目に相当する部分に限り

給付対象とする。

第二 住宅改修

厚生労働大臣が定める居宅介護住宅改修費及び介護予防住宅改修費の支給に係る

住宅改修の種類

(1) 手すりの取付け

住宅改修告示第一号に掲げる「手すりの取付け」とは、廊下、便所、浴室、玄

関、玄関からの道路までの通路等に転倒予防若しくは移動又は移乗動作に資する

ことを目的として設置するものである。手すりの形状は、二段式、縦付け、横付

け等適切なものとする。

なお、貸与告示第七項に掲げる「手すり」に該当するものは除かれる。

(2) 段差の解消

住宅改修告示第二号に掲げる「段差の解消」とは、居室、廊下、便所、浴室、

玄関等の各室間の床の段差及び玄関から道路までの通路等の段差又は傾斜を解消

するための住宅改修をいい、具体的には、敷居を低くする工事、スロープを設置

する工事、浴室の床のかさ上げ等が想定されるものである。

ただし、貸与告示第八項に掲げる「スロープ」又は購入告示第三項第五号に掲

げる「浴室内すのこ」を置くことによる段差の解消は除かれる。

また、昇降機、リフト、段差解消機等動力により段差を解消する機器を設置す

る工事は除かれる。

(3) 滑りの防止及び移動の円滑化等のための床又は通路面の材料の変更
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住宅改修告示第三号に掲げる「滑りの防止及び移動の円滑化等のための床又は

通路面の材料の変更」とは、具体的には、居室においては畳敷から板製床材、ビ

ニル系床材等への変更、浴室においては床材の滑りにくいものへの変更、通路面

においては滑りにくい舗装材への変更等が想定されるものである。

(4) 引き戸等への扉の取替え

住宅改修告示第四号に掲げる「引き戸等への扉の取替え」には、開き戸を引き

戸、折戸、アコーディオンカーテン等に取り替えるといった扉全体の取替えのほ

か、扉の撤去、ドアノブの変更、戸車の設置等も含まれる。

ただし、引き戸等への扉の取替えにあわせて自動ドアとした場合は、自動ドア

の動力部分の設置はこれに含まれず、動力部分の費用相当額は、法に基づく保険

給付の対象とならないものである。

(5) 洋式便器等への便器の取替え

住宅改修告示第五号に掲げる「洋式便器等への便器の取替え」とは、和式便器

を洋式便器に取り替えや、既存の便器の位置や向きを変更する場合が一般的に想

定される。

ただし、購入告示第一項に掲げる「腰掛便座」の設置は除かれる。

また、和式便器から、曖房便座、洗浄機能等が付加されている洋式便器への取

替えは含まれるが、既に洋式便器である場合のこれらの機能等の付加は含まれな

い。さらに、非水洗和式便器から水洗洋式便器又は簡易水洗洋式便器に取り替え

る場合は、当該工事のうち水洗化又は簡易水洗化の部分は含まれず、その費用相

当額は法に基づく保険給付の対象とならないものである。

(6) その他(1)から(5)の住宅改修に付帯して必要となる住宅改修

その他住宅改修告示第一号から第五号までに掲げる住宅改修に付帯して必要と

なる住宅改修としては、それぞれ以下のものが考えられる。

① 手すりの取付け

手すりの取付けのための壁の下地補強

② 段差の解消

浴室の床の段差解消(浴室の床のかさ上げ)に伴う給排水設備工事、スロープ

の設置に伴う転落や脱輪防止を目的とする柵や立ち上がりの設置

③ 床又は通路面の材料の変更

床材の変更のための下地の補修や根太の補強又は通路面の材料の変更のため

の路盤の整備

④ 扉の取替え

扉の取替えに伴う壁又は柱の改修工事

⑤ 便器の取替え

便器の取替えに伴う給排水設備工事（水洗化又は簡易水洗化に係るものを除

く。）、便器の取替えに伴う床材の変更
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○厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等（抜粋）

(平成27年3月23日)

(厚生労働省告示第94号)

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平成12年厚生省告示第19号)、

指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準(平成12年厚生省告示第20号)、指

定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準(平成12年厚生省告示第21号)、指

定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平成18年厚生労働省告示第1

26号)、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平成18年厚生労働省

告示第127号)及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準

(平成18年厚生労働省告示第128号)の規定に基づき、厚生労働大臣が定める者等(平成24年

厚生省告示第95号)の全部を次のように改正し、平成27年4月1日から適用する。

厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等

３１ 指定居宅サービス介護給付費単位数表の福祉用具貸与費の注 4の厚生労働大臣が定

める者

イ 次に掲げる福祉用具の種類に応じ、それぞれ次に掲げる者

(１) 車いす及び車いす付属品 次のいずれかに該当する者

(一) 日常的に歩行が困難な者

(二) 日常生活範囲において移動の支援が特に必要と認められる者

(２) 特殊寝台及び特殊寝台付属品 次のいずれかに該当する者

(一) 日常的に起きあがりが困難な者

(二) 日常的に寝返りが困難な者

(３) 床ずれ防止用具及び体位変換器 日常的に寝返りが困難な者

(４) 認知症老人徘徊感知機器 次のいずれにも該当する者

(一) 意思の伝達、介護を行う者への反応、記憶又は理解に支障がある者

(二) 移動において全介助を必要としない者

(５) 移動用リフト(つり具の部分を除く。) 次のいずれかに該当する者

(一) 日常的に立ち上がりが困難な者

(二) 移乗において一部介助又は全介助を必要とする者

(三) 生活環境において段差の解消が必要と認められる者

(６) 自動排泄処理装置 次のいずれにも該当する者

(一) 排便において全介助を必要とする者

(二) 移乗において全介助を必要とする者

８８ 指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防福祉用具貸与費の注 4の厚生

労働大臣が定める者

第３１号に規定する者
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○複数の福祉用具を貸与する場合の運用について

（平成27年3月27日）

（老振発第0327第3号）

第119回社会保障審議会介護給付費分科会による答申を受け、複数の福祉用具を貸与す

る場合は、給付の効率化・適正化の観点から、予め都道府県等に減額の規程を届け出るこ

とにより、通常の貸与価格から減額して貸与することを可能とする。本取り扱いは、指定

福祉用具貸与事業者や指定介護予防福祉用具貸与事業者が複数の福祉用具を貸与する場合

に、指定福祉用具貸与事業者等の経営努力などの取り組みを柔軟に利用料に反映すること

で、適切な利用料によって利用者に対する福祉用具貸与がなされることを目的とするもの

である。

その運用方法については、下記のとおりとするので、各都道府県におかれては、管下の

指定福祉用具貸与事業所等及び居宅介護支援事業所等に周知いただくと共に、事業者指定

事務の取り扱いについてご配慮願いたい。

記

１．複数の福祉用具を貸与する場合の考え方

複数の福祉用具を貸与する場合とは、同一の利用者に２つ以上の福祉用具を貸与する

場合とする。そのため複数の捉え方については、例えば１つの契約により２つ以上の福

祉用具を貸与する場合、契約数に関わらず２つ以上の福祉用具を貸与する場合等、指定

福祉用具貸与事業者等が実情に応じて規定することとなる。

２．減額の対象となる福祉用具の範囲

減額の対象となる福祉用具の範囲は、指定福祉用具貸与事業者等が取り扱う福祉用具

の一部又は全てを対象とすることができることとする。

例えば、主要な福祉用具である車いす及び特殊寝台と同時に貸与される可能性が高い

以下の種目を減額の対象となる福祉用具として設定することなどが考えられる。①車い

す付属品、②特殊寝台付属品、③床ずれ防止用具、④手すり、⑤スロープ、⑥歩行器

３．減額する際の利用料の設定方法

指定福祉用具貸与事業者等は、既に届け出ている福祉用具の利用料（以下、「単品利

用料」という。）に加えて、減額の対象とする場合の利用料（以下、「減額利用料」と

いう。）を設定することとする。また、１つの福祉用具には、同時に貸与する福祉用具

の数に応じて複数の減額利用料を設定することも可能である。

従って、本取り扱いを行う指定福祉用具貸与事業者等は、予め事業所内のシステム等

において１つの福祉用具に対して単品利用料と減額利用料を設定する必要がある。

なお、特定の福祉用具を複数組み合わせたもの、いわゆるセットを定めることは認め

ないこととし、利用者の状態に応じて適切な福祉用具が選定できるよう、個々の福祉用

具に減額利用料を設定することとする。
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４．減額の規定の整備

「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」（平成11年3月31

日厚生省令第37号）（以下、「指定基準」という。）等に規定するとおり運営規定等に単

品利用料と減額利用料のいずれについても記載する必要がある。

指定基準等により、指定福祉用具貸与事業者等は利用料等の運営規定を定めることと

されていることから、本取り扱いを行う指定福祉用具貸与事業者等においては、減額利

用料に関する規定を定め、各指定権者において規定する事業者の指定に関する要領等に

則った手続きが必要となる。

５．減額利用料の算定等

月の途中において、本取り扱いが適用される場合、或いは適用されなくなる場合の算

定方法は、「介護報酬に係るＱ＆Ａ（vol.2）」（平成15年6月30日事務連絡）でお示しし

ている「月途中でサービス提供の開始及び中止を行った場合の算定方法について」等の

取り扱いに準じることとする。

６．利用者への説明

本運用を適用する場合、或いは適用されなくなる場合において変更契約等を行う際に

は、指定福祉用具貸与事業者等は契約書等においてその旨を記載し、利用者に対して利

用料の変更に関する説明を行い、理解を得ること。

７．居宅介護支援事業所等への連絡

本取り扱いに関する運用を含め、指定福祉用具貸与事業者等が利用料を変更する際は、

居宅介護支援事業所等において区分支給限度基準額管理を適正に行えるよう、その都度、

関係事業所が必要な情報を共有すること。

８．その他留意事項

減額する福祉用具の利用料については、利用料のうち重複する経費として想定される

アセスメント、契約手続き、配送・納品及びモニタリング等に係る経費に相当する範囲

において適切に設定いたただくようご留意願いたい。
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事 務 連 絡 

平成２９年１０月１９日 

 

都道府県 

各 指定都市 介護保険主管課（室） 御中 

中 核 市 

 

          厚生労働省老健局高齢者支援課 

  

 

介護給付費明細書に記載する福祉用具貸与の商品コードについて 

 

日頃より、介護保険行政に御尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 

標記については、「福祉用具貸与価格の全国的な状況の把握について」（平成２９

年８月２５日老高発０８２５第１号厚生労働省老健局高齢者支援課長通知）におい

て、平成２９年１０月の福祉用具貸与分（１１月の介護給付費請求分）から、介護

給付費明細書にＴＡＩＳコード又は福祉用具届出コードのいずれかを記載するこ

ととし、具体的な商品ごとのコードについては、後日取りまとめの上、公表すると

していたところです。 

今般、下記のとおり、商品ごとのコード一覧の掲載先等についてお知らせします

ので、管内市町村及び福祉用具貸与事業者等に対し、広く周知いただくとともに、

遺漏なく御対応いただきますようお願いします。 

 

 

記 

 

１ 商品ごとのコード一覧の掲載先について 

  商品ごとのコード一覧については、公益財団法人テクノエイド協会のホーム 

ページに掲載しています。 

 

 

 

  福祉用具貸与事業者においては、平成２９年１０月の福祉用具貸与分（１１月

の介護給付費請求分）から、当該コードの記載が必要となりますので、遺漏なく

○掲載先（公益財団法人テクノエイド協会ホームページ）（別紙参照） 

http://www.techno-aids.or.jp/visible/index.shtml 
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御対応いただきますようお願いします（今後、当該コードの記載がない介護給付

費の請求については、各国民健康保険団体連合会の審査において返戻することを

予定しています。）。 

なお、当該コードの記載に当たっては、誤りなく正確に記載いただくことは 

もとより、同一商品を複数貸与している場合も一つ一つ分けて記載いただく等と

いった点について、改めて御留意いただきますようお願いします。 

 

２ 平成２９年１０月１日以降に初めて貸与される新商品等の取扱いについて 

  ＴＡＩＳコードを有していない商品については、福祉用具の製造事業者又は輸

入事業者において、平成２９年９月３０日までにＴＡＩＳコード又は福祉用具届

出コードのいずれかを取得いただいたところですが、同年１０月１日以降に初め

て貸与される新商品等については、次のいずれかの対応が必要となりますので、

御留意いただきますようお願いします。 

また、本内容については、管内の福祉用具貸与事業者等を通じ、福祉用具の  

製造事業者及び輸入事業者にも広く周知いただきますようお願いします。 

 

（１）ＴＡＩＳコードの取得について 

   ＴＡＩＳコードについては、１０月以降も随時申請の受付を行っていますの

で、福祉用具の製造事業者又は輸入事業者において、ＴＡＩＳコードを取得さ

れる場合は、所定の手続を行っていただきますようお願いします。 

   福祉用具貸与事業者においては、ＴＡＩＳコードを取得している商品か否か

について、福祉用具の製造事業者又は輸入事業者に御確認いただくほか、公益

財団法人テクノエイド協会のホームページで御確認の上、介護給付費明細書に

該当するＴＡＩＳコードを記載いただきますようお願いします。 

 

（２）暫定的な商品コードの使用について 

   福祉用具貸与事業者において、上記ＴＡＩＳコードを取得していない商品を

貸与する場合は、当面の間、暫定的な商品コードとして、「99999-999999」  

（左詰・半角）の使用を可能としますので、介護給付費明細書に当該コードを

記載いただきますようお願いします。 

   なお、当該コードについては、あくまで暫定的なものであり、今後、改めて

ＴＡＩＳコード又は福祉用具届出コードのいずれかを取得いただくことを 

予定していますので、あらかじめ御了知いただきますようお願いします。  
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○掲載先（公益財団法人テクノエイド協会ホームページ） 

     http://www.techno-aids.or.jp/visible/index.shtml 

 

 

【別紙】 
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  老 高発 1019 第 １ 号 

  老 老発 1019 第 １ 号 

平成 29 年 10 月 19 日 

平 成 2 9 年 

   

 

各都道府県介護保険主管部（局）長 殿 

   

 

厚生労働省老健局高齢者支援課長 

                   （公印省略）             

老人保健課長 

                                 （公印省略） 

 

 

「介護給付費請求書等の記載要領について」の一部改正について 

 

今般、福祉用具貸与価格の全国的な状況を把握することに伴い、「介護給付費請求書

等の記載要領について」（平成13年11月16日老老発31号厚生労働省老健局老人保健課

長通知）を別紙のとおり改正し、平成29年11月１日（同年10月の福祉用具貸与分）から

適用することとしたので通知する。 

ついては、貴管内市区町村、関係機関等にその周知徹底を図るとともに、その取扱いに  

当たっては遺漏なきよう期されたい。 
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 別
紙
 
 

○
 
介
護
給
付
費
請
求
書
等
の
記
載
要
領
に
つ
い
て
（
平
成

13
年

11
月

16
日
老
老
発

31
号
厚
生
労
働
省
老
健
局
老
人
保
健
課
長
通
知
）
 

（
変
更
点
は
下
線
部
）
 

改
正
後
 

改
正
前
 

（
別
記
）
 

 
介
護
保
険
請
求
時
の
福
祉
用
具
貸
与
に
お
け
る
商
品
コ
ー
ド
等
の
介
護
給
付
費
明
細
書
の

記
載
に
つ
い
て
 

 
介
護
給
付
費
明
細
書
へ
記
載
す
る
コ
ー
ド
に
つ
い
て
は
、
公
益
財
団
法
人
テ
ク
ノ
エ
イ
ド
協

会
が
付
し
て
い
る
Ｔ
Ａ
Ｉ
Ｓ
コ
ー
ド
又
は
福
祉
用
具
届
出
コ
ー
ド
の
い
ず
れ
か
を
記
載
す
る

こ
と
。
 

 
い
ず
れ
の
コ
ー
ド
に
つ
い
て
も
、
企
業
コ
ー
ド
（
５
桁
）
及
び
商
品
コ
ー
ド
（
６
桁
）（

半

角
英
数
字
）
を
左
詰
で
記
載
す
る
こ
と
（
英
字
は
大
文
字
で
記
載
す
る
こ
と
。）
。
そ
の
際
に
企

業
コ
ー
ド
と
商
品
コ
ー
ド
の
間
は
「
-」
（
半
角
）
で
つ
な
ぐ
こ
と
。
 

（
例
）
同
一
商
品
を
複
数
貸
与
し
て
い
る
場
合
は
、
給
付
費
明
細
欄
の
行
を
分
け
て
記
載
す
る

こ
と
。
 

     （
例
）
付
属
品
を
併
せ
て
貸
与
し
て
い
る
場
合
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
サ
ー
ビ
ス
単
位
数
を
記
載
す

る
こ
と
。
 

     １
 
削
除
 

      ２
 
削
除
 

（
別
記
）
 

介
護
保
険
請
求
時
の
福
祉
用
具
貸
与
に
お
け
る
商
品
コ
ー
ド
等
の
介
護
給
付
費
明
細
書
の

記
載
に
つ
い
て
 

 
介
護
給
付
費
明
細
書
へ
記
載
す
る
コ
ー
ド
に
つ
い
て
は
、
テ
ク
ノ
エ
イ
ド
協
会
が
付
し
て

い
る
Ｔ
Ａ
Ｉ
Ｓ
コ
ー
ド
又
は
Ｊ
Ａ
Ｎ
コ
ー
ド
を
有
し
て
い
る
商
品
に
つ
い
て
は
い
ず
れ
か
の

コ
ー
ド
を
記
載
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。
 

ま
た
、
両
方
の
コ
ー
ド
を
有
し
て
い
る
商
品
に
つ
い
て
は
、
ど
ち
ら
の
コ
ー
ド
を
記
載
し
て

も
差
し
支
え
な
い
こ
と
。
 

               １
 
（
公
財
）
テ
ク
ノ
エ
イ
ド
協
会
が
構
築
し
て
い
る
福
祉
用
具
情
報
シ
ス
テ
ム
に
登
録
を

し
て
い
る
商
品
に
つ
い
て
 

 
⑴
 
既
に
テ
ク
ノ
エ
イ
ド
協
会
で
付
し
て
い
る
番
号
の
内
、
企
業
コ
ー
ド
（
５
桁
）
及
び

商
品
コ
ー
ド
（
６
桁
）
を
左
詰
で
記
載
す
る
こ
と
。
そ
の
際
に
企
業
コ
ー
ド
と
商
品
コ

ー
ド
の
間
は
「

-」
で
つ
な
ぐ
こ
と
と
す
る
こ
と
。
 

 
⑵
 
２
以
上
コ
ー
ド
を
有
し
て
い
る
商
品
に
つ
い
て
は
、
ど
の
種
別
で
保
険
請
求
し
て
い

る
か
と
い
う
観
点
か
ら
コ
ー
ド
を
記
載
す
る
こ
と
。
 

２
 
Ｊ
Ａ
Ｎ
コ
ー
ド
を
取
得
し
て
い
る
商
品
に
つ
い
て
は
、
Ｊ
Ａ
Ｎ
コ
ー
ド
を
左
詰
で
記
載

サ
ー

ビ
ス

内
容

摘
要

特
殊

寝
台

貸
与

1
7

1
0

0
3

3
1

9
0

0
0
0
0
0
0
-
2
2
2
2
2
2

特
殊

寝
台

付
属

品
貸

与
1

7
1

0
0

4
3

1
1

0
0

0
0
0
0
0
-
Z
3
3
3
3
3

給 付 費 明 細 欄

サ
ー

ビ
ス

コ
ー

ド
単

位
数

回
数

サ
ー

ビ
ス

単
位

数
公
費
分

回
数

公
費

対
象

単
位

数

サ
ー

ビ
ス

内
容

摘
要

手
す

り
貸

与
1

7
1

0
0

7
3

1
3

0
0

0
0
0
0
0
-
1
1
1
1
1
1

手
す

り
貸

与
1

7
1

0
0

7
3

1
3

0
0

0
0
0
0
0
-
1
1
1
1
1
1

公
費

対
象

単
位

数
サ

ー
ビ

ス
コ

ー
ド

単
位

数
回

数
サ

ー
ビ

ス
単

位
数

公
費
分

回
数

給 付 費 明 細 欄
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             （
参
考
）
 
削
除
 

   （
別
紙
）
 
削
除
 

 

い
ず
れ
の
コ
ー
ド
も
有
し
て
い
な
い
商
品
に
限
り
、
次
の
と
お
り
ロ
ー
マ
字
で
記
載
を
可

能
と
す
る
。
 

 
⑴
 
メ
ー
カ
ー
名
と
商
品
名
を
英
字
（
ヘ
ボ
ン
式
で
大
文
字
）
で
記
載
し
、
そ
の
間
は
「
-」

で
つ
な
ぐ
こ
と
と
す
る
こ
と
。

 

 
⑵
 
メ
ー
カ
ー
名
の
記
載
に
つ
い
て
は
、
株
式
会
社
等
の
各
企
業
で
共
通
す
る
よ
う
な
名

称
を
除
き
、
次
頁
に
定
め
る
変
換
方
法
に
よ
り
英
字
（
ヘ
ボ
ン
式
で
大
文
字
）
で
記
載
 

 
 
（
例
）
ア
メ
リ
カ
ベ
ッ
ド
メ
デ
ィ
カ
ル
サ
ー
ビ
ス
株
式
会
社
 
→
 
A
ME
R
I
KA
B
E
T 

 
 
 
 
 
株
式
会
社
松
本
製
作
所
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
→
 
M
AT
S
U
MO
T
O
S 

 
⑶
 
商
品
名
の
記
載
に
つ
い
て
は
、
型
番
を
有
し
て
い
る
商
品
に
つ
い
て
は
型
番
を
記
載

し
、
型
番
が
な
い
商
品
に
つ
い
て
は
、
商
品
名
を
別
紙
に
定
め
る
変
換
方
法
に
よ
り
英

字
（
ヘ
ボ
ン
式
で
大
文
字
）
で
記
載
（
ヘ
ボ
ン
式
に
つ
い
て
は
次
表
を
参
照
の
こ
と
。）

 

 
 
（
例
）
自
走
式
車
い
す
 
Ａ
Ａ
―
１
２
 
 
 
 
 
→
 
A
A―

1
2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ア
ル
ミ
製
標
準
車
 
 
 
→
 
A
RU
M
I
SE
I
H 

（
参
考
）
 
Ｊ
Ａ
Ｎ
コ
ー
ド
と
は
、「

国
コ
ー
ド
」、
「
商
品
メ
ー
カ
ー
コ
ー
ド
」、
「
商
品
ア
イ

テ
ム
コ
ー
ド
」
、「

チ
ェ
ッ
ク
デ
ジ
ッ
ト
」
か
ら
な
る
商
品
識
別
コ
ー
ド
で
あ
る
こ

と
。
こ
の
コ
ー
ド
は
、
店
舗
等
で
商
品
に
印
刷
さ
れ
て
い
る
バ
ー
コ
ー
ド
の
１
つ

で
あ
る
こ
と
。
 

（
別
紙
）
 

あ
行
 

あ
 
い
 
う
 
え
 
お
 
 

Ａ
 
Ｉ
 
Ｕ
 
Ｅ
 
Ｏ
 

や
行
 

や
 
い
 
ゆ
 
え
 
よ
 
 

Y
A
 
Ｉ
 
Y
U 

Ｅ
 
Y
O 

か
行
 

か
 
き
 
く
 
け
 
こ
 
 

KA
 
KI
 
K
U 

K
E 

K
O 

ら
行
 

ら
 
り
 
る
 
れ
 
ろ
 
 

R
A
 
R
I 

R
U 

R
E 

R
O 

き
ゃ
 
き
ゅ
 
き
ょ
 
 

KY
A 
 
KY
U
  

K
YO
 

り
ゃ

 
り
ゅ
 
り
ょ
 
 

R
Y
A
 
 R
Y
U
  

R
YO
 

さ
行
 

さ
 
し
  

す
 
せ
 
そ
 
 

SA
 
SH
I 

SU
 
SE
 
SO
 

わ
行
 

わ
 
ゐ
 
う
 
ゑ
 
を
 
 

W
A
 
Ｉ
 
Ｕ
 
Ｅ
 
Ｏ
 

し
ゃ
 
し
ゅ
 
し
ょ
 
 

SH
A 
 
SH
U
  

S
HO
 

ん
 

ん
 
 

Ｎ
（
Ｍ
）
 

た
行
 

た
 
ち
  

つ
 
 て

 
と
 
 

TA
 
CH
I 

TS
U 

T
E 

T
O 

が
行
 

が
 
ぎ
 
ぐ
 
げ
 
ご
 
 

G
A
 
G
I 

G
U 

G
E 

G
O 

ち
ゃ
 
ち
ゅ
 
ち
ょ
 
 

CH
A 
 
CH
U
  

C
HO
 

ぎ
ゃ

 
ぎ
ゅ
 
ぎ
ょ
 
 

G
Y
A
 
 
G
Y
U
  

G
YO
 

な
行
 

な
 
に
 
ぬ
 
ね
 
の
 
 

NA
 
NI
 
N
U 

N
E 

N
O 

ざ
行
 

ざ
 
じ
 
ず
 
ぜ
 
ぞ
 
 

Z
A
 
J
I 

Z
U 

Z
E 

Z
O 

に
ゃ
 
に
ゅ
 
に
ょ
 
 

じ
ゃ

 
じ
ゅ
 
じ
ょ
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NY
A 
 
NY
U
  

N
YO
 

J
A
 
 
 J
U 

J
O 

は
行
 

は
 
ひ
 
ふ
 
へ
 
ほ
 
 

HA
 
HI
 
F
U 

H
E 

H
O 

だ
行
 

だ
 
ぢ
 
づ
 
で
 
ど
 
 

D
A
 
J
I 

Z
U 

D
E 

D
O 

ひ
ゃ
 
ひ
ゅ
 
ひ
ょ
 
 

HY
A 
 
HY
U
  

H
YO
 

ば
行
 

ば
 
び
 
ぶ
 
べ
 
ぼ
 
 

B
A
 
B
I 

B
U 

B
E 

B
O 

ま
行
 

ま
 
み
 
む
 
め
 
も
 
 

MA
 
MI
 
M
U 

M
E 

M
O 

び
ゃ

 
び
ゅ
 
び
ょ
 
 

B
Y
A
 
 
B
Y
U
  

B
YO
 

み
ゃ
 
み
ゅ
 
み
ょ
 
 

MY
A 
 
MY
U
  

M
YO
 

ぱ
行
 

ぱ
 
ぴ
 
ぷ
 
ぺ
 
ぽ
 
 

P
A
 
P
I 

P
U 

P
E 

P
O 

 
ぴ
ゃ

 
ぴ
ゅ
 
ぴ
ょ
 
 

P
Y
A
 
 
P
Y
U
  

P
YO
 

１
 
撥
音

 
ヘ
ボ
ン
式
で
は
Ｂ
、
Ｍ
、
Ｐ
の
前
に
Ｎ
の
代
わ
り
に
Ｍ
を
お
く
。
 

NA
MB
A難

波
（
な
ん
ば
）
 
HO
M
M
A本

間
（
ほ
ん
ま
）
 
S
A
MP
E
I三

瓶
（
さ
ん
ぺ
い
）
 

２
 
促
音

 
子
音
を
重
ね
て
示
す
。
 

HA
TT
OR
I
服
部
（
は
っ
と
り
）
 
K
I
K
KA
W
A吉

川
（
き
っ
か
わ
）

 

た
だ
し
、
チ
（

C
H
I）
、
チ
ャ
（
C
H
A）
、
チ
ュ
（
C
HU
）、

チ
ョ
（
C
HO
）
音
に
限
り
、
そ

の
前
に
Ｔ
を
加
え
る
。
 

HO
TC
HI
発
地
（
ほ
っ
ち
）
 
HA
T
C
HO
（
は
っ
ち
ょ
う
）
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参考:改正後通知（抜粋） 

 

○ 介護給付費請求書等の記載要領について（平成 13 年 11 月 16 日老老発 31

号厚生労働省老健局老人保健課長通知）（抜粋） 

 

（別記） 

介護保険請求時の福祉用具貸与における商品コード等の 

介護給付費明細書の記載について 

介護給付費明細書へ記載するコードについては、公益財団法人テクノエイド

協会が付しているＴＡＩＳコード又は福祉用具届出コードのいずれかを記載す

ること。 

いずれのコードについても、企業コード（５桁）及び商品コード（６桁）（半

角英数字）を左詰で記載すること（英字は大文字で記載すること。）。その際に

企業コードと商品コードの間は「-」（半角）でつなぐこと。 

（例）同一商品を複数貸与している場合は、給付費明細欄の行を分けて記載す

ること。 

 

 

 

 

 

（例）付属品を併せて貸与している場合は、それぞれのサービス単位数を記載

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

サービス内容 摘要

手すり貸与 1 7 1 0 0 7 3 1 3 0 0 00000-111111

手すり貸与 1 7 1 0 0 7 3 1 3 0 0 00000-111111

公費対象単位数サービスコード 単位数 回数 サービス単位数
公費分

回数
給

付

費

明

細

欄

サービス内容 摘要

特殊寝台貸与 1 7 1 0 0 3 3 1 9 0 0 00000-222222

特殊寝台

付属品貸与
1 7 1 0 0 4 3 1 1 0 0 00000-Z33333

給

付

費

明

細

欄

サービスコード 単位数 回数 サービス単位数
公費分

回数
公費対象単位数
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